
令和７年第２回本庄市国民健康保険運営協議会次第 
 
 

 日 時：令和７年４月２２日（火)  
午後１時３０分～    

場 所：本庄市役所５０３会議室  
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審議事項 （１）準統一に向けた保険税率改定までの方針について 
【答申書（案）】【資料１】【参考資料】 

報告事項 （１）本庄市国民健康保険税条例の一部改正について［専決］ 
【資料２－１】【資料２－２】 



修 正 案 

答 申 書（案） 

 

本庄市国民健康保険運営協議会は、令和６年４月１６日に市長から諮問を受

けた埼玉県国民健康保険運営方針（第３期）に基づく、令和９年度保険税水準

の準統一に向けた本庄市国民健康保険税の賦課方式及び保険税率の改正につい

て、慎重に検討を重ねてきた。 

 国民健康保険は、国の制度改革により平成３０年度から都道府県単位の運営

に移行し、国民健康保険法に定める都道府県運営方針により県と市町村の共通

認識のもと国保事業を実施することとなった。 

 令和５年１２月に策定された埼玉県国民健康保険運営方針（第３期）では、

令和１２年度に保険税の県内完全統一を目指し、令和９年度からは各市町村は

埼玉県が提示する市町村標準保険税率どおりに税率を設定することとされてい

る。また、実際の税率と乖離が生じている市町村は、準統一に向けて段階的に

税率改定を行う必要がある。 

 本庄市国民健康保険は、平成２５年度の税率改定以降、健全運営を保ってき

たが、埼玉県全体の運営に移行した現在、近年の社会情勢の変化等により被保

険者数は減少しているものの、医療の高度化等により医療費は増加傾向にあり、

埼玉県へ納付する国保事業費納付金も一人当たりの金額は増加している。その

ため、埼玉県の示す標準保険税率と本市の現行税率との乖離は年々大きくなっ

ている状況である。また、令和９年度の準統一まで間がないこと、令和１２年

度には完全統一を控えていることを考慮せざるを得ない。 

以上のことから本協議会は、埼玉県国民健康保険運営方針（第３期）に基づ

く、令和９年度保険税水準の準統一に向けた本庄市国民健康保険税の賦課方式

及保険税率の改正について、下記のとおり答申する。 

 

記 

 

１． 賦課方式及び保険税率について 

（１）本市がこれまで採用していた４方式（所得割・均等割・資産割・平等   

割）の賦課方式のうち、資産割は居住市町村内の所有資産のみを対象として

おり不公平論があるほか、近年では所得を生まない自己居住資産が多くなっ



修 正 案 

ていること、また、１世帯単位で賦課される平等割は、単身世帯が多くなっ

ている近年の状況においては、不平等感が否めないことから、埼玉県国民健

康保険運営方針では資産割及び平等割を採用しないこととしている。本市に

おいてもこれに倣い、２方式（所得割・均等割）での賦課を実施することが

望ましい。 

 

（２）保険税率については、令和９年度の準統一の前に現行税率との乖離を段

階的に縮小する必要があることから、まず令和８年度に税率改定を行うこと

が望ましい。 

その際、埼玉県から提示された令和６年度標準保険税率を本市の令和８年度

の税率とし、２方式での賦課を実施することが望ましい。 

なお、令和８年度に予定されている子ども子育て支援納付金に係る制度改正

についても合わせて実施されたい。 

 

（３）令和９年度以降は埼玉県国民健康保険運営方針（第３期）に設定されて

いるとおり、埼玉県が提示する標準保険税率どおり税率改定を行うことが望

ましい。 

 

２．付帯意見 

（１）埼玉県の算定する標準保険税率は、被保険者の保険給付費等が大きく影

響することから、被保険者の健康意識を高める保健事業の実施等、被保険者

の健康寿命の延伸による長期的な視点に立った保険給付費の抑制に努められ

たい。 

 

（２）保険税収入は国民健康保険財政の根幹をなすものである。受益と負担の

公平性や安定した財政運営の確保のため、滞納発生の未然防止や滞納者への

きめ細かい収納対策を講じ、収納率の向上に積極的に努められたい。 

 

（３）被保険者に対し税率改定の必要性について、広報紙やホームページ等に

おいて十分な周知の徹底を図られたい。 
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【参考資料】
※埼玉県HP抜粋



本庄市条例第  号 

  

本庄市国民健康保険税条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

  

令和 ７年 ３月３１日 

  

                 本庄市長  吉  田  信  解 

   

本庄市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

本庄市国民健康保険税条例（平成１８年本庄市条例第１３２号）の一部を次の

ように改正する。 

 

第２条第２項ただし書中「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第３項ただ

し書中「２４万円」を「２６万円」に改める。 

 

第２３条第１項中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６万円」

に改め、同項第２号中「２９万５，０００円」を「３０万５，０００円」に改め、

同項第３号中「５４万５，０００円」を「５６万円」に改める。 

 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の本庄市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保

険税については、なお従前の例による。 

 

写
資料２－１



－1－ 

本庄市国民健康保険税条例新旧対照表 

改   正   前 改   正   後 

本庄市国民健康保険税条例 本庄市国民健康保険税条例 
平成18年1月10日 平成18年1月10日 

条例第132号 条例第132号 

(納税義務者) (納税義務者) 

第1条 略 第1条 略 

(課税額) (課税額) 

第2条 略 第2条 略 

2 前項第1号の基礎課税額は、世帯主(前条第2項の世帯主を除く。)及びその

世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額及び資産割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、

当該合算額が65万円を超える場合においては、基礎課税額は、65万円とす

る。 

2 前項第1号の基礎課税額は、世帯主(前条第2項の世帯主を除く。)及びその

世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得割額及び資産割

額並びに被保険者均等割額及び世帯別平等割額の合算額とする。ただし、

当該合算額が66万円を超える場合においては、基礎課税額は、66万円とす

る。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(前条第2項の世帯主を

除く。)及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得

割額並びに被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が24万

円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、24万円とする。 

3 第1項第2号の後期高齢者支援金等課税額は、世帯主(前条第2項の世帯主を

除く。)及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき算定した所得

割額並びに被保険者均等割額の合算額とする。ただし、当該合算額が26万

円を超える場合においては、後期高齢者支援金等課税額は、26万円とする。 

4 略 4 略 

第3条～第22条 略 第3条～第22条 略 

(国民健康保険税の減額) (国民健康保険税の減額) 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額が65万円を超える場合

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して

課する国民健康保険税の額は、第2条第2項本文の基礎課税額からア及びイ

に掲げる額を減額して得た額(当該減額して得た額が66万円を超える場合
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には、65万円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額からウに掲げ

る額を減額して得た額(当該減額して得た額が24万円を超える場合には、24

万円)並びに同条第4項本文の介護納付金課税額からエに掲げる額を減額し

て得た額(当該減額して得た額が17万円を超える場合には、17万円)の合算

額とする。 

には、66万円)、同条第3項本文の後期高齢者支援金等課税額からウに掲げ

る額を減額して得た額(当該減額して得た額が26万円を超える場合には、26

万円)並びに同条第4項本文の介護納付金課税額からエに掲げる額を減額し

て得た額(当該減額して得た額が17万円を超える場合には、17万円)の合算

額とする。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額

が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者

及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあっ

ては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に10万円を乗じて

得た金額を加算した金額)に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき

29万5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該

当する者を除く。) 

(2) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額

が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者

及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあっ

ては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に10万円を乗じて

得た金額を加算した金額)に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき

30万5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者(前号に該

当する者を除く。) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人について 9,750

円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人について 9,750

円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 8,000円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 8,000円 

(イ) 特定世帯 4,000円 (イ) 特定世帯 4,000円 

(ウ) 特定継続世帯 6,000円 (ウ) 特定継続世帯 6,000円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人に

ついて 4,950円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人に

ついて 4,950円 

エ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人について 6,20

エ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人について 6,20
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0円 0円 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額

が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者

及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあっ

ては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に10万円を乗じて

得た金額を加算した金額)に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき

54万5,000円を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者(前2号に

該当する者を除く。) 

(3) 法第703条の5第1項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額

が、43万円(納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者

及び特定同一世帯所属者のうち給与所得者等の数が2以上の場合にあっ

ては、43万円に当該給与所得者等の数から1を減じた数に10万円を乗じて

得た金額を加算した金額)に被保険者及び特定同一世帯所属者1人につき

56万円     を加算した金額を超えない世帯に係る納税義務者(前2号に

該当する者を除く。) 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人について 3,900

円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 被

保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人について 3,900

円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の世帯別平等割額 次に

掲げる世帯の区分に応じ、それぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,200円 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世帯 3,200円 

(イ) 特定世帯 1,600円 (イ) 特定世帯 1,600円 

(ウ) 特定継続世帯 2,400円 (ウ) 特定継続世帯 2,400円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人に

ついて 1,980円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人に

ついて 1,980円 

エ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人について 2,48

0円 

エ 介護納付金課税被保険者に係る被保険者均等割額 介護納付金課税

被保険者(第1条第2項に規定する世帯主を除く。) 1人について 2,48

0円 

2・3 略 2・3 略 

第23条の2～第27条 略 第23条の2～第27条 略 

附 則 附 則 

1～20 略 1～20 略 
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◆内容 

 ・国民健康保険税について、基礎課税額の限度額を６５万円から６６万円に、後期高齢者支援金等課税額の限度額を２４万円から２６万円に引き上げる。 

（第２条、第２３条関係） 

・低所得者に対する５割軽減及び２割軽減に係る軽減判定所得について、５割軽減される軽減判定所得の基準額を２９万５千円から３０万５千円に、２割軽減される軽減

判定所得を５４万５千円から５６万円に引き上げる。（第２３条関係） 

◆施行期日・経過措置 

 ・施行期日：令和７年４月１日 

 ・経過措置：令和７年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 



※令和７年度税制改正（厚生労働省関係）から抜粋 資料２－２


